
熊本市民会館等使用料の減免に関する要綱 
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平成２２年 ９月１７日市民会館長決裁 

平成２３年 ４月 １日市民会館長決裁 

平成２３年 ６月１０日市民会館長決裁 

平成２４年 ４月 １日市民会館長決裁 

平成３０年 ９月２７日文化振興課長決裁 

令和 ３年 １月１７日文化政策課長決裁 

令和 ５年 ３月２０日文化政策課長決裁 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本市民会館条例（昭和４２年条例第３３号。以下「市民会館条例」という。）第９条第３

項、熊本市男女共同参画センターはあもにい条例（平成元年条例第４８号。以下「はあもにい条例」という。）

第７条第３項、熊本市国際交流会館条例（平成６年条例第１号。以下「交流会館条例」という。）第７条第４項

及び熊本市健軍文化ホール条例（平成７年条例第２７号。以下「健軍ホール条例」という。）第７条第３項に規

定する使用料の減免について必要な事項を定めるものとする。 

 （減免の対象） 

第２条 市民会館条例第９条第３項、はあもにい条例第７条第３項、交流会館条例第７条第４項及び健軍ホール

条例第７条第３項の規定に基づく減免（以下「減免」という。）の対象となる場合は、次のとおりとする。 

(1) 熊本市民会館、熊本市男女共同参画センターはあもにい、熊本市国際交流会館及び熊本市健軍文化ホール

（以下「各会館」という。）が、その運営委員会又は運営協議会の会議その他各会館の管理運営上必要な会議

等に使用する場合 

(2) 各会館が主催する事業に使用する場合 

(3) 各会館の所管課が別表第１に掲げる事業に使用する場合 

２ 前項に定めるもののほか、次に掲げる団体等が各会館の使用許可が決定していない日又は使用時間区分を使

って練習のために使用する場合は、減免の対象とする。 

(1) 本市に住所を有する学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に定める学校、文化芸術の部活

動を行う部を含む。）及び専修学校(学校教育法第１２４条に定める専修学校、文化芸術の部活動を行う部を

含む。) 

(2) 本市に住所を有する別表第２に掲げる児童福祉施設及び、その施設を統括する団体 

(3) 本市に住所を有する別表第３に掲げる障害福祉サービス事業所等及び、その施設を統括する団体 

(4) 本市に住所を有する文化芸術活動を行う団体等で政治活動、宗教活動又は営利事業を行う団体等でない

もの 

(5) 市長が特に必要と認めるもの 

３ 減免の対象となる使用料は、次のとおりとする。 

(1) 第１項に該当する場合 全ての使用料 

(2) 前項に該当する場合 別表第４に掲げる各会館の施設の施設使用料又は会館使用料 

 （減免の割合） 

第３条 使用料の減免の割合は、次のとおりとする。 

(1) 前条第１項に該当する場合 １０割 

 (2) 前条第２項第１号から第３号に該当する場合 ７割 

(3) 前条第２項第４号又は第５号に該当する場合 ５割 

（減免使用者の遵守事項） 

第４条 第２条第２項に掲げる者は、使用料を減免される使用（以下「減免使用」という。）をしようとする場合

は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) 別表第５に掲げる附属設備以外の附属設備を使用しないこと。  

(2)  舞台転換、照明、音響等のタイミング（きっかけ）の打合せ確認を各会館と実施しないこと。 



 (3) 本番の日前において、舞台転換、照明、音響等を用いたゲネプロ又はリハーサルをしないこと。 

 (4) 客席を使用しないこと。 

(5) 別表第５に掲げる附属設備の準備及び舞台バラシを申請使用時間区分内で行うこと。 

（利用料金の減免基準） 

第４条の２ 前３条の規定は、熊本市民会館条例施行規則（昭和４２年規則第４０号）第２２条第１項、熊本市

男女共同参画センターはあもにい条例施行規則（平成２年規則第４号）第２２条第１項、熊本市国際交流会館

条例施行規則（平成６年規則第４５号）第２２条第１項及び熊本市健軍文化ホール条例施行規則（平成７年規

則第３０号）第２２条第１項に規定する基準とする。 

 （減免使用の申請等） 

第５条 第２条第２項に基づき使用料の減免を受けようとする者は、次項から第５項までの手続きを経て、第５

項により通知された使用時間区分について、各会館の規則に定める使用許可申請書及び使用料減免申請書を提

出しなければならない。 

２ 使用料の減免を受けようとする者は、前項の申請に当たり減免使用をしようとする日の属する月（以下「減

免対象月」という。）の前々月の１日から１５日までの間に、各会館に対して使用の希望を申し出なければな

らない。 

３ 前項の申出は、各会館が提示する減免対象月の使用許可が決定していない日又は使用時間区分のうちから、

１減免対象月につき１使用時間区分とし、別表第２に掲げる使用料の減免対象となる施設ごとに１回の申出と

する。ただし、各会館の区分に応じた別表第５に掲げる使用できる附属設備のうち、所作台、洋舞マット又は

反射板を使用する場合は１減免対象月につき、連続する２使用時間区分以内とする。 

４ 各会館は、第２項の申出が同一の使用時間区分に複数ある場合又は申し出られた使用日又は使用時間区分が

既に使用許可されている場合は、必要に応じて申出を調整し、使用日及び使用時間区分の変更等を求めること

ができる。この場合において、調整の結果、希望する申出の使用時間区分の使用ができないこととなった場合

は、当該申し出た者に通知する。 

５ 各会館は、減免使用できる使用時間区分等を第２項により申し出た者に通知する。 

 （調整後の申請） 

第６条 前条の手続を経た申請に対する使用許可の決定をした後、なお減免対象月に使用許可の決定をしていな

い使用時間区分がある場合は、当該使用時間区分の減免使用に係る申請を随時受け付けるものとする。この場

合において、使用料の減免を受けようとする者は、前条第１項の規定により各申請書を提出しなければならな

い。 

 （委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則   

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２０年６月１日から施行する。ただし、第２条第２項に基づく減免に係る部分は、同年９

月１日以降の使用の申請に係る使用料について適用する。 

 （新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための使用時間の短縮要請に伴う減免の特例） 

２ 当分の間、夜間の使用時間区分（熊本市男女共同参画センターはあもにい、および健軍文化ホールにあって

は、午後６時から午後９時３０分までの使用時間区分）の使用に係る使用許可を受けた使用者に対し各会館の

管理者が新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための使用時間の短縮を要請した場合において、使用者がこ

れに応じて使用時間を短縮するときは、当該使用時間区分に係る使用料（附属設備使用料を含む。）のうち当

該短縮する時間に相当する割合に係る額（当該額に１０円未満の端数を生じる場合は、これを切り上げた額）

を減免する。 

３ 第4条の２の規定は、前項の規定について準用する。 

附 則   

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則   

この要綱は、平成２２年９月１７日から施行する。 

附 則   

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



附 則   

この要綱は、平成２３年６月１０日から施行する。 

附 則   

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則   

この要綱は、平成３０年９月２７日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和３年１月１７日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条第１項関係） 

施設の名称 減免使用の対象となる事業 

熊本市民会館 本市の文化芸術の振興を図り、経済の活性化に資するために行う事業 

熊本市男女共同参画セン

ターはあもにい 

男女相互の自立と調和ある社会の実現に寄与するため行う事業 

熊本市国際交流会館 本市の国際化の進展に寄与するために行う事業 

 

別表第２（第２条第２項第２号関係） 

根 拠 法 条 文 対 象 施 設 

児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号。)第３８条 

                  第３９条 

                  第４０条 

                  第４１条 

                  第４２条 

                  第４３条 

                  第４３条の２ 

                  第４４条 

                  第４４条の２ 

母子生活支援施設 

保育所 

児童厚生施設 

児童養護施設 

障害児入所施設 

児童発達支援センター 

児童心理治療施設 

児童自立支援施設 

児童家庭支援センター 

 

別表第３（第２条第２項第３号関係） 

根 拠 法 条 文 対 象 施 設 

旧身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号。)第２９条 

                      第３０条 

第３１条 

身体障害者更生施設 

身体障害者療護施設 

身体障害者授産施設 

旧知的障害者福祉法(昭和３５年法律第３７号。)第２１条の６ 

                      第２１条の７ 

                      第２１条の８                                        

知的障害者更生施設 

知的障害者授産施設 

知的障害者通勤寮 

身体障害者福祉工場の設備及び運営について（昭和４７年厚生省社

更第１２８号厚生省社会局長通知） 

身体障害者福祉工場 

知的障害者福祉工場の設置及び運営について（昭和６０年厚生省発

児第１０４号厚生事務次官通知） 

知的障害者福祉工場 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。）第５条第７項 

 

第５条第１１項 

第５条第１２項 

 

 

障害福祉サービス事業所 

（生活介護事業所） 

障害者支援施設 

障害福祉サービス事業所 

（自立訓練事業所） 



第５条第１３項 

 

第５条第１４項 

 

第５条第１８項 

第５条第２８項 

障害福祉サービス事業所 

（就労移行支援事業所） 

障害福祉サービス事業所 

（就労継続支援事業所） 

相談支援事業所 

福祉ホーム 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号。）第３１条 身体障害者福祉センター 

 

別表第４（第２条第３項関係） 

施設の名称 減免使用の対象となる施設 

熊本市民会館 大ホール、大会議室 

熊本市男女共同参画セン

ターはあもにい 

メインホール、多目的ホール 

熊本市国際交流会館 ホール 

熊本市健軍文化ホール ホール 

 

別表第５（第４条関係） 

施設の名称 減免使用の対象となる附属設備 

熊本市民会館 

空調設備、ピアノ、太鼓、所作台、上敷、洋舞マット、反射板（第２サスペン

ションライトを含む。）、第２ボーダーライト、第３ボーダーライト、指揮台、

譜面台、椅子、電源 

熊本市男女共同参画セン

ターはあもにい 

空調設備、ピアノ、上敷、反射板、指揮台、譜面台、椅子、第１ボーダーライ

ト、第２ボーダーライト、電源 

熊本市国際交流会館 空調設備、ピアノ、上敷、指揮台、譜面台、椅子、電源 

熊本市健軍文化ホール 
空調設備、ピアノ、上敷、指揮台、洋舞マット、反射板、譜面台、椅子、ボーダ

ーライト、電源 

 


